
下請債権保全支援事業の拡充・延長     平成２２年度補正予算 

保証の対象となる元請建設企業に係る要件の緩和 下請契約締結時から保証を受けることができる

主な拡充内容

         
  保証の対象となる元請建設企業に係る要件の緩和、下請契約締結時から保証を受けることができる
新たな保証方式（保証枠方式）の導入など内容を拡充。事業期間を平成２３年度末まで延長。         

主な拡充内容  
 
●元請建設企業に係る要件の緩和 

（改正前）保証を開始する年度又は前年度に公共工事の受注実績があること。    （改正前）保証を開始する年度又は前年度に公共工事の受注実績があること。
    （改正後）上記公共工事の受注実績があること、又は、 
          保証を開始する日において有効な経営事項審査（※）を受けていること。 
           （※）保証開始日の１年７月前の日の直後の事業年度終了の日以降に受審していること。          月 直 度終 受審

●保証枠方式の導入 
    （改正前）下請建設企業等が手形等を受け取ったときから、当該手形等に係る債権 
          について、保証を受けることが可能 
     （改正後）上記既存の保証方式に加え、下請契約を締結した時から、当該下請契約に 
          基づく工事請負金額の範囲内の債権について、保証を受けることが可能（※） 
           （※）既存の保証方式により保証を受けられない場合（債権額を確認できない場合）に保証枠方式の対象となる。 
●元請 下請に係る保証限度額の引上げ●元請・下請に係る保証限度額の引上げ
       保証ファクタリング事業者ごとの元請・下請１社当たりの保証限度額は、 
    （改正前）元請建設企業 ５億円 ・ 下請建設企業等 ３億円又は６億円 
     
    （改正後）元請建設企業 ６億円 ・ 下請建設企業等 ６億円 
 
事業期間の延長   
●保証を開始する期限は、平成２４年３月３１日までとする。 

長


